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策定の背景

　全国的に人口減少，少子高齢化が進行する中，国においては，人口減少に歯止めをかけるとともに，
活力ある日本社会を維持することを目的とし，2014（平成 26）年 12 月に，人口の現状と将来の姿を示
す「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」，また，2015（平成 27）年度を初年度とする「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」（以下「国の総合戦略」という。）を策定し，地方創生の取組を進めてきました。
　これまでの施策の検証を踏まえ，国の第２期総合戦略においては，「継続は力なり」という基本姿勢
のもと，将来にわたって活力ある地域社会の実現と，東京圏への一極集中の是正を目指し，地方創生
のより一層の充実・強化を図っていくこととしております。
　本市においては，将来的な人口減少が避けられない中，自主・自立したまちづくりを進めていくため，
そして，県都として，水戸都市圏のリーダーとしての役割を果たしていくため，2015（平成 27）年度に，
人口の現状と将来展望を示す「水戸市人口ビジョン」，その将来展望を具現化するための計画となる「水
戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し，若い世代が生き生きと暮らせる，持続的に成長す
るまちを目指し，水戸ならではの個性と魅力を高め，にぎわいと交流を創出しながら，地方創生に資
する各種施策を積極的かつ集中的に推進してきました。
　引き続き，訪れてみたい，住んでみたいと思われるような，選ばれる魅力あるまちの構築に向け，
地方創生のさらなる深化，加速化を図るため，国の総合戦略及び「水戸市第６次総合計画―みと魁プ
ラン―」等との整合を図りながら，「水戸市人口ビジョン（第２次）」及び「水戸市まち・ひと・しご
と創生総合戦略（第２次）」（以下「本戦略」という。）を策定するものです。





第１章　　人口ビジョン
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Ⅰ　人口動向分析

１　総人口及び年齢３区分別人口の推移と将来推計
本市の総人口は，1975（昭和 50）年以降，生産年齢人口（15 ～ 64 歳）の増加と団塊ジュニア
世代（1971 ～ 1974 年生まれ）の誕生による年少人口（０～ 14 歳）の増加，さらに，1992（平成
４）年の常澄村，2005（平成 17）年の内原町との合併等により，2015（平成 27）年には，270,783
人に達しました。
しかし，国立社会保障・人口問題研究所（以下，「社人研」という。）によれば，本市の総人口は，
2015（平成 27）年をピークに減少を続け，2045（令和 27）年には，約 12 パーセント減の 239,072
人になると推計されています。
年齢３区分別人口をみると，生産年齢人口については，2015 年の 163,039 人から，2045 年は
123,635 人まで減少すると推計されています。年少人口については，2000（平成 12）年に老年人口（65
歳以上）を下回り，2015 年には 34,839 人まで減少しており，2045 年は 23,868 人まで減少すると推
計されています。老年人口については，増加を続けており，2015 年の 66,236 人から，2045 年には，
91,569 人になると推計されています。

図１　総人口及び年齢３区分別人口の推移と将来推計
　  ※ 1975 年から 2015 年までの総人口は，年齢不詳を含む。

（資料　総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年３月）」）
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２　自然動態，社会動態による人口動向
　（１） 出生・死亡数，転入・転出数の推移

出生数については，団塊ジュニア世代（1971 ～ 1974 年生まれ）誕生の第２次ベビーブーム以降，
減少を続けてきましたが，近年は，横ばいとなっています。死亡数については，緩やかに増加し，
2015（平成 27）年は出生数を上回っています。
転入・転出については，1995（平成７）年をピークに転入数，転出数ともに減少傾向となって
います。

図２　出生・死亡数，転入・転出数の推移
（資料　総務省統計局「国勢調査」，茨城県統計課「茨城県常住人口調査」）
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　　（２） 出生の状況
15 ～ 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計した合計特殊出生率については，2005（平成 17）
年以降，上昇傾向にあり，2018（平成 30）年は 1.52 となっています。また，国及び県と比較すると，
高い数値となっています。
しかしながら，15 ～ 49 歳までの人口が減少していることから，合計特殊出生率は上昇している
ものの，2018 年の出生数は 2,223 人となっています。

図４　合計特殊出生率の推移と比較
（資料　厚生労働省「人口動態調査」，茨城県厚生総務課「茨城県保健医療指標」，水戸市情報政策課）
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図３　出生数と合計特殊出生率の推移
（資料　厚生労働省「人口動態調査」，水戸市情報政策課）
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図５　15 ～ 49 歳までの人口
（資料　総務省統計局「国勢調査」，水戸市情報政策課「統計年報」）

表１　15 ～ 49 歳までの人口

（資料　総務省統計局「国勢調査」，水戸市情報政策課「統計年報」）
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区分 男性 女性 計
2005 年 59,728 人 60,084 人 119,812 人
2018 年 55,784 人 54,084 人 109,868 人

増減 ▲ 3,944 人 ▲ 6,000 人 ▲ 9,944 人
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　　（３） 婚姻の状況
婚姻数については，1980（昭和 55）年以降，1,500 件から 1,700 件程度で推移しており，2000（平
成 12）年をピークに減少しています。平均初婚年齢については，男性，女性ともに晩婚化が進ん
でいましたが，2014（平成 26）年をピークに低下しています。
また，年齢階級別未婚率について，20 ～ 34 歳は 2005（平成 17）年，35 ～ 39 歳は 2010（平成
22）年をピークに低下しています。男女別にみると，男性の未婚率が高くなっています。

図６　婚姻数の推移
（資料　水戸市情報政策課「統計年報」）

図７　男女別平均初婚年齢の推移
（資料　茨城県厚生総務課「茨城県保健福祉統計年報」）
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図８　年齢階級別未婚率の推移
（資料　総務省統計局「国勢調査」）

表２　男女別・年齢階級別未婚率（2015 年）

（資料　総務省統計局「国勢調査」）

区分 20 ～ 24 歳 25 ～ 29 歳 30 ～ 34 歳 35 ～ 39 歳
男性 90.6% 65.5% 40.9% 31.4%
女性 88.0% 55.4% 31.5% 21.8%
計 89.3% 60.5% 36.2% 26.6%
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　　（４） 転入・転出の状況
転入の推移について，県内からの転入は 2010（平成 22）年の約 5,700 人から 2018（平成 30）年
は約 5,300 人となり，地域別にみると，県北や県央地域からの転入が減少しています。県外からの
転入については，2010 年の約 5,600 人から 2018 年は約 4,900 人となり，特に東京圏からの転入が
減少しています。一方，国外からの転入については，増加しています。
転出の推移について，県内への転出は 2010 年の約 4,700 人から 2018 年は約 5,100 人となり，地
域別にみると，鹿行，県南，県西地域への転出が増加しています。県外への転出についても，2010
年の約 5,500 人から 2018 年は約 5,900 人へ増加しており，特に東京圏への転出が増加しています。
国外への転出についても，増加がみられます。
また，茨城県の「転入・転出理由に関するアンケート調査」によると，県央地域における県外転入・
転出はともに７割程度が転勤・転職等によるものであり，県内移動については，転勤・転職等や
結婚等が約３割，住宅新築等が約２割となっています。

※ 合計は，不明等を含む。
（資料　水戸市情報政策課「統計年報」）

※１ 県北地域：日立市，常陸太田市，高萩市，北茨城市，常陸大宮市，大子町
※２ 県央地域：�笠間市，ひたちなか市，那珂市，小美玉市，茨城町，大洗町，城里町，東海村
※３ 鹿行地域：鹿嶋市，潮来市，神栖市，行方市，鉾田市
※４ 県南地域：�土浦市，石岡市，龍ケ崎市，取手市，牛久市，つくば市，守谷市，稲敷市，かすみがうら市，

つくばみらい市，美浦村，阿見町，河内町，利根町
※５ 県西地域：古河市，結城市，下妻市，常総市，筑西市，坂東市，桜川市，八千代町，五霞町，境町
※６ 東　京　圏：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県

（資料　茨城県統計課「茨城県常住人口調査」）

表３　社会動態の推移

表４　社会動態の推移（地域別）

（単位：人）

区分
県内 県外 国外 合計

転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出

2010年 5,742 4,732 1,010 5,608 5,450 158 202 241 ▲ 39 12,302 11,420 882
2011年 5,540 4,535 1,005 5,165 5,714 ▲ 549 191 177 14 11,403 11,137 266
2012年 5,852 4,649 1,203 5,256 5,630 ▲ 374 398 222 176 11,895 10,954 941
2013年 5,891 4,886 1,005 5,329 5,583 ▲ 254 773 322 451 12,166 11,039 1,127
2014年 5,327 5,017 310 5,171 5,780 ▲ 609 762 342 420 11,448 11,360 88
2015年 5,498 5,142 356 5,316 5,957 ▲ 641 -  -  - 11,882 11,631 251
2016年 5,387 4,775 612 5,229 5,854 ▲ 625 806 379 427 11,577 11,153 424
2017年 5,382 5,008 374 5,149 5,883 ▲ 734 1,001 394 607 11,686 11,444 242
2018年 5,290 5,075 215 4,887 5,928 ▲ 1,041 1,106 402 704 11,424 11,601 ▲ 177

（単位：人）

区分

県内 県外

県北地域 県央地域 鹿行地域 県南地域 県西地域 東京圏

転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出 転入 転出 転入 - 転出

2010年 1,201 631 570 2,855 2,322 533 425 303 122 927 1,182 ▲ 255 334 294 40 3,025 3,281 ▲ 256

2015年 1,092 709 383 2,672 2,411 261 407 400 7 989 1,241 ▲ 252 339 381 ▲ 42 3,006 3,694 ▲ 688

2018年 1,057 623 434 2,562 2,309 253 392 458 ▲ 66 958 1,315 ▲ 357 321 370 ▲ 49 2,577 3,568 ▲ 991



区分 県外転入 県外転出 県内移動
転勤・転職等 67% 81% 28%

結婚等 9% 7% 29%
住宅新築等 5% 2% 18%

生活の利便性 2% 1% 9%
その他 18% 9% 16%

計 100% 100% 100%
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　ア　県内の状況
2018（平成 30）年の転入・転出の状況を県内の市町村単位でみると，転入については，ひたち
なか市，日立市，笠間市の順に，転出については，ひたちなか市，つくば市，笠間市の順に多くなっ
ています。
転入超過については，ひたちなか市，日立市，常陸大宮市の順となっており，県北や県央地域
が多くなっています。転出超過については，つくば市，茨城町，結城市の順となっており，県南
や県西地域等が多い状況です。

　　　　　　　　　　　　　※ 県央地域：水戸市，笠間市，小美玉市，茨城町，大洗町，城里町
（資料　茨城県統計課「市町村における住民の転入・転出理由に関するアンケート調査結果」）

（資料　茨城県統計課「茨城県常住人口調査」）

表５　県央地域における転入・転出理由（2018 年９月）

図９　県内市町村別転入・転出者数（2018 年）
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　　イ　県外・国外の状況
2018（平成 30）年の県外・国外の転入・転出状況をみると，転入については，国外，東京都，
千葉県の順に，転出については，東京都，千葉県，埼玉県の順に多くなっています。
転入超過については，国外，福島県，宮城県の順となっており，国外や東北地方が多くなって
います。
転出超過については，東京都，千葉県，神奈川県の順となっており，東京圏が多い状況です。

（資料　茨城県統計課「茨城県常住人口調査」）

図 10　県外・国外別転入・転出者数（2018 年）
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（単位：人，％）

区分
夜間人口 流動人口 流入

超過数 昼間人口 昼夜間
人口比率流出人口 うち 流入人口 うち

A B 就業者 通学者 C 就業者 通学者 D=C-B E=A+D E/A
1975年 197,953 13,933 11,554 2,379 44,880 31,219 13,661 30,947 228,900 115.6
1980年 215,321 18,173 14,840 3,333 50,261 37,803 12,458 32,088 247,409 114.9
1985年 228,783 22,060 18,626 3,434 58,300 43,568 14,732 36,240 265,023 115.8
1990年 233,536 25,879 21,761 4,118 68,474 49,750 18,724 42,595 276,131 118.2
1995年 245,481 28,573 25,092 3,481 74,388 55,683 18,705 45,815 291,296 118.7
2000年 246,265 29,947 26,747 3,200 73,141 57,236 15,905 43,194 289,459 117.5
2005年 262,374 32,560 29,597 2,963 72,137 57,076 15,061 39,577 301,951 115.1
2010年 268,750 33,853 30,750 3,103 68,225 54,048 14,177 34,372 303,122 112.8
2015年 270,783 37,378 34,202 3,176 68,108 53,920 14,188 30,730 301,513 111.3
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　　（５） 年齢階級別社会動態の状況
年齢階級別社会動態について，2010（平成 22）年と 2018（平成 30）年を比較すると，年少人口（０
～ 14 歳）の転出超過が拡大し，生産年齢人口の前半世代（20 ～ 34 歳）の転入超過が減少しています。

　（６） 昼間人口等の状況
本市は，通勤や通学によって，昼間に流入する人口が多いことから，2015（平成 27）年の昼夜
間人口比率は 111.3 パーセントであり，高い数値となっています。

図 11　年齢階級別社会動態の推移
（資料　総務省統計局「国勢調査」）

表６　昼間人口等の推移

（資料　総務省統計局「国勢調査」）
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　　（７） 高等学校等卒業生の進路状況
茨城県の「学校基本調査」によると，水戸市内の高等学校等卒業生の約６割が大学等進学，約
２割が専修学校進学，約１割が就職となっています。
また，茨城県の「教育調査」によると，茨城県内の高等学校等卒業生の県内での進学・就職に
ついては，大学等進学が約２割，専修学校進学が約５割，就職が約９割となっています。
したがって，水戸市内の高等学校等卒業生について，県外での進学，就職等の割合は，大学等
進学の約８割（約 2,200 人），専修学校進学の約５割（約 450 人），就職の約１割（約 50 人）と考
えられ，卒業生全体の約６割（約 2,700 人）となっています。

表７　茨城県内・県央地域・水戸市内の高等学校等卒業生の進路状況（2018 年度）

※　県央地域：水戸市，笠間市，ひたちなか市，那珂市，小美玉市，茨城町，大洗町，城里町，東海村
（資料　茨城県統計課「学校基本調査結果報告書」）

（資料　茨城県教育委員会「教育調査報告書」）

表７　茨城県内・県央地域・水戸市内の高等学校等卒業生の進路状況（2018 年度）

表８　茨城県内の高等学校等卒業生の進路状況（県内外別）（2018 年度）

区分
茨城県内 県央地域 水戸市内

人数 割合 人数 割合 人数 割合

大学等進学 12,974 人 51% 3,348 人 51% 2,718 人 62%
専修学校進学 4,543 人 18% 1,108 人 17% 917 人 21%

就職 5,459 人 21% 1,357 人 20% 478 人 11%
その他 2,672 人 10% 783 人 12% 259 人 6%

計 25,648 人 100% 6,596 人 100% 4,372 人 100%

区分 大学等進学 専修学校進学 就職

県内 23% 53% 88%
県外 77% 47% 12%
計 100% 100% 100%
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　　（８） 市内地区別人口の状況
市内の地区別人口の状況をみると，宅地開発の影響等により，市の南部を中心とした地区にお
いて，人口が増加している一方，中心市街地や北西部等において人口が減少しています。

（資料　総務省統計局「国勢調査」，水戸市情報政策課「統計年報」）

表９　市内地区別人口の推移と変化率

 

（単位：人，％）

区　分 2000年 2005年 2010年 2015年 変化率
(2010～2015)

三の丸 6,420 6,872 7,876 7,778 ▲ 1.2
五　軒 7,111 6,705 6,840 6,601 ▲ 3.5
新　荘 7,436 6,807 6,509 6,245 ▲ 4.1
城　東 9,140 8,725 8,045 7,229 ▲ 10.1
浜　田 13,314 13,048 12,997 12,525 ▲ 3.6
常　磐 13,150 12,420 12,305 12,028 ▲ 2.3
緑　岡 14,366 15,134 15,235 16,475 8.1

寿 8,641 8,955 9,750 10,604 8.8
上大野 2,448 2,340 2,178 1,972 ▲ 9.5
柳　河 3,952 3,724 3,519 3,299 ▲ 6.3
渡　里 13,838 13,859 14,193 14,431 1.7
吉　田 12,781 12,267 13,229 13,290 0.5
酒　門 10,103 10,411 10,869 10,858 ▲ 0.1
石　川 11,786 11,860 11,673 11,858 1.6
飯　富 3,197 3,215 3,589 3,601 0.3
国　田 2,982 2,861 2,630 2,435 ▲ 7.4
河和田 6,664 6,756 7,097 7,648 7.8
上中妻 5,636 5,570 5,602 5,944 6.1
山　根 1,128 1,075 982 870 ▲ 11.4
見　川 9,683 9,808 10,189 10,323 1.3
千　波 16,406 16,316 16,725 16,926 1.2
梅が丘 14,284 14,453 15,759 15,699 ▲ 0.4
双葉台 10,239 9,940 10,090 9,944 ▲ 1.4
笠　原 7,768 8,838 9,669 10,565 9.3
赤　塚 5,142 5,562 5,282 4,817 ▲ 8.8
吉　沢 7,702 8,641 9,456 10,148 7.3
堀　原 8,625 8,322 7,957 7,288 ▲ 8.4
下大野 3,156 3,144 2,912 2,738 ▲ 6.0

稲荷第一 4,549 4,897 5,256 5,451 3.7
稲荷第二 2,602 2,748 3,165 3,504 10.7

大　場 2,490 2,441 2,300 2,550 10.9
妻　里 4,975 4,934 4,865 4,730 ▲ 2.8
鯉　淵 5,260 5,248 4,933 4,809 ▲ 2.5
内　原 4,588 4,707 5,074 5,600 10.4
総　数 261,562 262,603 268,750 270,783 0.8
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　 表 10　市内地区別人口動態（2010 ～ 2015 年人口変化率）

図 12　市内地区別人口動態（2010 ～ 2015 年人口変化率）
（資料　総務省統計局「国勢調査」）

（資料　総務省統計局「国勢調査」）
 

大　場 10.9% 吉　沢 7.3% 酒　門 ▲0.1% 下大野 ▲6.0%
稲荷第二 10.7% 上中妻 6.1% 梅が丘 ▲0.4% 柳　河 ▲6.3%
内　原 10.4% 稲荷第一 3.7% 三の丸 ▲1.2% 国　田 ▲7.4%
笠　原 9.3% 渡　里 1.7% 双葉台 ▲1.4% 堀　原 ▲8.4%
寿 8.8% 石　川 1.6% 常　磐 ▲2.3% 赤　塚 ▲8.8%
緑　岡 8.1% 見　川 1.3% 鯉　淵 ▲2.5% 上大野 ▲9.5%
河和田 7.8% 千　波 1.2% 妻　里 ▲2.8% 城　東 ▲10.1%

吉　田 0.5% 五　軒 ▲3.5% 山　根 ▲11.4%
飯　富 0.3% 浜　田 ▲3.6%

新　荘 ▲4.1%

増加地区 横ばい，やや増加地区 減少地区
（7.5％以上） （0～7.5％未満） （0％未満）
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　　（９） 外国人の状況
市内在住の外国人については，2012（平成 24）年以降増加しており，特に東南アジアからの転
入が増えています。
2018（平成 30）年の転入状況をみると，ベトナムが最も多くなっており，中国，ネパール，タイ，
米国の順となっています。転出状況については，行方市，結城市，茨城町，鉾田市の順に多くなっ
ています。

表 11　外国人の推移

表 12　外国人の転入状況（2018 年） 表 13　外国人の転出状況（2018 年）

（資料　水戸市市民課「住民基本台帳」）

（資料　水戸市市民課「住民基本台帳」） （資料　水戸市市民課「住民基本台帳」）

（単位：人）
区分 総数 韓国 中国 フィリピン ベトナム タイ ネパール 米国 その他

2012年 2,877 893 758 327 36 239 42 91 491

2013年 3,036 878 743 349 133 257 63 92 521

2014年 3,155 854 719 349 242 257 105 98 531

2015年 3,220 836 639 373 287 254 128 106 597

2016年 3,261 803 635 388 302 250 125 104 654

2017年 3,417 770 677 418 304 260 170 101 717

2018年 3,584 784 686 439 413 265 185 106 706

転入 人数 割合

ベトナム 374人 28%

中国 170人 13%

ネパール 49人 4%

タイ 47人 3%

米国 42人 3%

ひたちなか市 24人 2%

その他県内 129人 10%

県外 290人 22%

その他国外等 209人 15%

計 1,334人 100%

転出 人数 割合

行方市 55人 5%

結城市 52人 4%

茨城町 44人 4%

鉾田市 43人 4%

小美玉市 41人 3%

横浜市 38人 3%

その他県内 246人 21%

その他県外 367人 31%

国外等 291人 25%

計 1,177人 100%
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３　県央地域の人口動向
　（１） 総人口及び年齢３区分別人口の推移と将来推計

本市をはじめ，「県央地域首長懇話会」を構成する笠間市，ひたちなか市，那珂市，小美玉市，
茨城町，大洗町，城里町，東海村の９市町村からなる県央地域全体の人口について，2015（平成
27）年は，715,718 人でありますが，社人研の推計によると，2045（令和 27）年には，約 20 パー
セント減の 571,248 人にまで減少するとされています。本市については，2045 年に約 12 パーセン
ト減と推計されていることから，周辺市町村の減少が大きいことが見込まれています。

図 13　県央地域の総人口及び年齢３区分別人口の推移と推計
　　※ 1975 年から 2015 年までの総人口は，年齢不詳を含む。

（資料　総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2013 年３月）」）
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　　（２） 市町村別人口等の状況
県央地域の市町村別に，2010（平成 22）年から 2018（平成 30）年の人口の増減をみると，本
市と東海村において，人口は増加していますが，その他の市町村では，人口減少となっています。
そのため，県央地域全体としては人口減少となっています。
社会動態について，2010 年は県央地域全体で転入超過となっていましたが，2018 年は転出超過
となっています。
昼夜間人口比率をみると，本市は約 111 パーセントであり，大洗町を除くその他の市町村では，
100 パーセント以下となっており，本市への就業者や通学者が多いと考えられます。

（資料　総務省統計局「国勢調査」，茨城県統計課「茨城県常住人口調査」）

表 14　県央地域の市町村別人口，社会動態，昼夜間人口比率

区　　分 面積 
(k㎡ )

人口 人口増減 社会動態 昼夜間 
人口比率

2010年 
（平成22年） 

（人）

2015年 
（平成27年） 

（人）

2018年 
（平成30年） 

（人）

2010～ 
2018年 
（人）

2010年 
（平成22年） 

（人）

2015年 
（平成27年） 

（人）

2018年 
（平成30年） 

（人）

2015年 
（平成27年） 

（％）

茨城県 6,097.33 2,969,770 2,916,976 2,882,943 ▲ 86,827 ▲ 216 ▲ 2,394 ▲ 1,639 97.5

水戸市 217.32 268,750 270,783 270,289 1,539 882 251 ▲ 177 111.3

笠間市 240.40 79,409 76,739 75,030 ▲ 4,379 ▲ 211 ▲ 259 ▲ 95 89.6

ひたちなか市 99.96 157,060 155,689 155,681 ▲ 1,379 22 ▲ 36 ▲ 50 96.5

那珂市 97.82 54,240 54,276 53,585 ▲ 655 36 92 48 86.7

小美玉市 144.74 52,279 50,911 49,656 ▲ 2,623 ▲ 263 ▲ 214 ▲ 188 97.4

茨城町 121.58 34,513 32,921 32,103 ▲ 2,410 ▲ 72 23 9 92.1

大洗町 23.89 18,328 16,886 16,232 ▲ 2,096 ▲ 62 ▲ 181 ▲ 110 100.5

城里町 161.80 21,491 19,800 18,763 ▲ 2,728 ▲ 96 ▲ 139 ▲ 105 75.9

東海村 38.00 37,438 37,713 37,616 178 306 ▲ 86 33 99.0

周辺市町村計 928.19 454,758 444,935 438,666 ▲ 16,092 ▲ 340 ▲ 800 ▲ 458 -

県央地域 1,145.51 723,508 715,718 708,955 ▲ 14,553 542 ▲ 549 ▲ 635 -

県央地域/県全域 18.8% 24.4% 24.5% 24.6% - - - - -

水戸市/県全域 3.6% 9.0% 9.3% 9.4% - - - - -

水戸市/県央地域 19.0% 37.1% 37.8% 38.1% - - - - -
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就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比
2005年 262,603 152,195 4,961 3.3% 24,331 16.0% 120,854 79.4%
2010年 268,750 148,190 3,469 2.3% 21,508 14.5% 115,246 77.8%
2015年 270,783 147,565 3,218 2.2% 21,962 14.9% 115,761 78.4%

区　　分 総人口
(人)

従業地
就業者
(人)

うち第１次産業 うち第２次産業 うち第３次産業

就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比
2005年 262,603 124,716 4,973 4.0% 22,848 18.3% 95,016 76.2%
2010年 268,750 125,207 3,475 2.8% 21,880 17.5% 92,296 73.7%
2015年 270,783 127,847 3,283 2.6% 23,551 18.4% 94,739 74.1%

常住地
就業者
(人)

うち第１次産業 うち第２次産業 うち第３次産業
区　　分 総人口

(人)

2,022 1,708 1,772 
21,312 19,433 17,696 

28,033 28,457 25,805 

26,375 27,887 31,512 

27,901 25,315 25,466 

13,483 16,584 18,384 
4,694 4,699 5,923 
896 1,124 1,288 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2005年 2010年 2015年

（人）

※ 常住地就業者は，「分類不能」を含む。

※ 従業地就業者は，「分類不能」を含む。

15～19歳　20～29歳　30～39歳　40～49歳　50～59歳　60～69歳　70～79歳　80歳以上

４　産業に係る人口動向
　（１） 就業者の状況

従業地就業者（本市で従業する就業者）については，2005（平成 17）年から 2015（平成 27）年
にかけて減少している一方，常住地就業者（本市に常住する就業者）は増加しています。
従業地就業者と常住地就業者について，産業別に比較すると，第３次産業に従事する人は，他
市町村からの流入が多い状況であり，第１次産業は職住近接の状況となっています。
常住地就業者の 2005 年と 2015 年を比較すると，第１次産業と第３次産業は減少していますが，
第２次産業は増加しています。

　（２） 年齢階級別常住地就業者数の状況
年齢階級別常住地就業者の推移をみると，30 ～ 39 歳が一時的に増加するとともに，40 ～ 49 歳
が増加しています。一方，20 ～ 29 歳の就業者は減少しています。

（資料　総務省統計局「国勢調査」）

（資料　総務省統計局「国勢調査」）

表 15　総人口及び従業地就業者（産業別）の推移

表 16　総人口及び常住地就業者（産業別）の推移

図 14　年齢階級別常住地就業者数の推移
（資料　総務省統計局「国勢調査」）
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就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比
2005年 262,603 152,195 4,961 3.3% 24,331 16.0% 120,854 79.4%
2010年 268,750 148,190 3,469 2.3% 21,508 14.5% 115,246 77.8%
2015年 270,783 147,565 3,218 2.2% 21,962 14.9% 115,761 78.4%

区　　分 総人口
(人)

従業地
就業者
(人)

うち第１次産業 うち第２次産業 うち第３次産業

就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比 就業者(人) 構成比
2005年 262,603 124,716 4,973 4.0% 22,848 18.3% 95,016 76.2%
2010年 268,750 125,207 3,475 2.8% 21,880 17.5% 92,296 73.7%
2015年 270,783 127,847 3,283 2.6% 23,551 18.4% 94,739 74.1%

常住地
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※ 常住地就業者は，「分類不能」を含む。

※ 従業地就業者は，「分類不能」を含む。

15～19歳　20～29歳　30～39歳　40～49歳　50～59歳　60～69歳　70～79歳　80歳以上

　（３） 男女別・年齢階級別常住地就業者数の状況
年齢階級別常住地就業者を男女別にみると，20 ～ 24 歳を除く階級で男性のほうが多くなってい
ます。特に，出産・子育て世代である 20 歳代後半から 40 歳代前半において，その差が大きくなっ
ており，25 ～ 29 歳では約 1,000 人，30 ～ 39 歳では約 2,000 人となっています。
男女別・常住地就業者の推移について，男性は横ばいとなっていますが，女性は増加しています。

図 15　男女別・年齢階級別常住地就業者数（2015 年）
（資料　総務省統計局「国勢調査」）

（資料 総務省統計局「国勢調査」）

表 17　男女別・常住地就業者の推移

区　分 常住地就業者 男 女

2005 年 124,716 人 72,915 人 51,801 人
2010 年 125,207 人 71,995 人 53,212 人
2015 年 127,847 人 72,595 人 55,252 人
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Ⅱ　他都市の状況

１　国内都市の状況
本市をはじめ，「北関東中核都市連携会議」を構成する前橋市，宇都宮市，高崎市の４市，さら
に県内で人口が大きく増加しているつくば市における将来推計人口を比較すると，つくば市を除
き人口減少となっています。人口の減少率については，前橋市，高崎市，水戸市，宇都宮市の順
に高くなっています。

図 16　将来推計人口（総人口）
　　※ 2015 年は，年齢不詳を含む。

（資料　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年３月）」）

（資料 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年３月）」）

表 18　将来推計人口（総人口）の増減状況

区分 2015 年 2045 年 増減数 増減率

宇都宮市 518,594 人 481,029 人 ▲ 37,565 人 ▲ 7.2%
高崎市 370,884 人 325,277 人 ▲ 45,607 人 ▲ 12.3%
前橋市 336,154 人 275,661 人 ▲ 60,493 人 ▲ 18.0%
水戸市 270,783 人 239,072 人 ▲ 31,711 人 ▲ 11.7%

つくば市 226,963 人 242,804 人 15,841 人 7.0%
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図 17　将来推計人口（総人口）の増減推移
　　※ 2015 年は，年齢不詳を含む。

（資料　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年３月）」）
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　Ⅲ　市民等意識調査

１　地方創生に関する市民アンケート調査の概要
　　【事業内容】

水戸市の地方創生に関して，広く市民等の意見を聴き，その結果を反映させるため市民アンケー
ト調査を実施しました。

　　【調査概要】
（1）調査期間：令和元年８月２日～８月 19 日
（2）調査対象：水戸市在住の 15 歳以上の個人
（3）調　査　数：4,000 人（うち 18 歳未満 1,000 人）
（4）回答結果：1,672 人（うち 18 歳未満 335 人），回答率 41.8％（うち 18 歳未満 33.5％）
（5）調査方法：郵便配布－郵送回収法
（6）抽出方法：住民基本台帳から等間隔無作為抽出

　　○水戸市の地方創生の取組（調査対象：全員）　
・�取組の成果について，約４割は「芸術文化活動やスポーツが盛んになった」，「水戸の歴史を
生かしたまちづくりが進んだ」と感じています。一方，約７割は「観光客が増え，まちに新
たなにぎわいが生まれた」，「市内の企業や商店などの活動が活発になり，地域経済が活性化
した」と感じていない評価となっています。

・�住む場所を選ぶ際に重視することについて，「交通の便が良いこと」が約４割で最も多く，「治
安が良いこと」，「自然災害が少ないこと」，「買物がしやすいこと」が約３割となっています。（複
数回答可）

・�今後の人口減少対策で最も重要なことについては，「産業の振興により，経済を活性化させて，
雇用を拡大する取組」が約３割，「子育て支援や仕事と家庭の両立の実現により，結婚・出産・
子育ての希望をかなえる取組」，「福祉，医療の充実により，誰もが安心して暮らせる地域を
目指す取組」が約２割となっています。

　　○職業意識・職業観，結婚・子育て（調査対象：高校生，大学生，短期大学生，専門学生）
・�将来就職を希望する場所について，約４割は「水戸市内」，約５割は「水戸市外（東京圏）」，
約１割は「水戸市外（東京圏以外）」となっています。市外で就職を希望する理由については，
「市外（都会）に住んでみたい」が約５割で最も多く，「希望する職種がある」，「自立したい」
が約４割で続いています。（複数回答可）

・�結婚に対する考えについて，約７割は「いずれ結婚したい（結婚している）」となっています。
結婚したい年齢は「25 ～ 29 歳」が約７割で最も多く，約２割が「24 歳以下」，約１割が「30
～ 34 歳」で続いています。欲しい子どもの数は「２人」が約７割で最も多く，約２割が「３人」，
約１割が「１人」となっています。

・�結婚や結婚生活で心配なことについて，「相手を見つけること」が約４割で最も多く，約３割
が「経済面」，約２割が「相手との価値観の違い」となっています。（複数回答可）結婚した
いと思える条件について，「結婚後の生活が維持できる収入」が約５割で最も多く，約３割が
「自分や相手の時間的な余裕」，約２割が「自分の雇用，労働条件の向上」と続いています。（複
数回答可）
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２　学生が抱く『将来イメージ』調査の概要
　　【事業内容】

水戸市内の大学等に通う学生を対象に，地方創生に関するテーマ（就職，定住，結婚，子育てなど）
に関する意見を聴き，その結果を反映させるためアンケート調査を実施しました。

　　【調査概要】
（1） 調査時期：平成 31 年１月～令和元年５月
（2） 調査対象：茨城大学，常磐大学，大原学園
（3） 調査テーマ：職業意識・職業観，定住意向，結婚・子育てについて
（4） 回答者数：305 人（うち水戸市内 55 人）

　　○職業意識・職業観
・�将来就職を希望する場所について，約２割は「水戸市内」，約７割は「水戸市外」となっています。
市外で就職を希望する理由については，「希望する職種がある」，「出身地に戻る（Ｕターン）」
が約４割となっており，「自立したい」，「市外（都会）に住んでみたい」が約３割で続いています。
（複数回答可）

・�市内での就職に向けて行政に希望することは，「企業への労働条件の向上の働きかけ」が約５
割で最も多く，「就職情報の提供の充実」，「就労体験・インターンシップの充実」が約４割，「市
内企業への求人増の働きかけ」が約３割で続いています。（複数回答可）

　　○定住意向
・�市内居住者の約４割は「住み続けたい」，市外居住者の約５割は「機会があったら住みたい」
となっています。定住を希望しない理由については，「市外に就職するため」が約４割で最も
多く，「実家が市外のため」が約３割，「親元から離れたい・自立したいため」が約１割となっ
ています。

・�住む場所を選ぶ際に重視することについて，「交通の便が良いこと」が約６割で最も多く，「通
勤しやすいこと」，「生活基盤（公共施設，娯楽施設）が整備されていること」，「治安が良いこと」
が約４割で続いています。（複数回答可）

・�定住化促進のために行政がすべきことについては，「子育て支援の充実」が約４割で最も多く，
「公共交通機関の充実」，「観光の振興」，「まちなかのにぎわい創出」が約３割となっています。
（複数回答可）

　　○結婚・子育て
・�結婚に対する考えについて，約９割は「いずれ結婚したい」となっています。結婚したい年
齢は「25 ～ 29 歳」が約８割で最も多く，約１割が「24 歳以下」，約１割が「30 ～ 34 歳」となっ
ています。欲しい子どもの数は「２人」が約７割で最も多く，約２割が「３人以上」，約１割が「１
人」となっています。

・�結婚や結婚生活で心配なことについて，「仕事と子育ての両立」が約４割で最も多く，約３割
が「経済面」，「相手を見つけること」，「相手との価値観の違い」となっています。（複数回答
可）結婚したいと思える条件について，「結婚後の生活が維持できる収入」が約７割で最も多く，
約４割が「自分や相手の時間的な余裕」，「結婚後の生活に必要な貯蓄」，約２割が「自分の雇用，
労働条件の向上」と続いています。（複数回答可）



Ⅳ　人口の将来展望

１　人口ビジョン（第１次）の検証
　（１）目標人口設定の条件

本市の人口の現状や課題及び人口推計に関する分析・考察に基づき，実効性のある施策を推進
することを前提とするとともに，国や県のビジョンを踏まえながら設定した目標人口設定の条件
について，以下のとおり検証を行いました。

　ア　合計特殊出生率の向上
2010（平成 22）年の本市の合計特殊出生率は 1.46 であり，2020（令和２）年には 1.62 になるも
のと設定し，子育て支援施策，水戸ならではの教育を重点的に推進するとともに，女性の活躍推
進に向けた様々な施策にも積極的に取り組んできました。その結果，2017（平成 29）年には 1.66
まで上昇し，2020（令和２）年の目標値 1.62 を前倒しで達成しましたが，2018（平成 30）年は 1.52
となっています。
※ �2020 年以降については，2030（令和 12）年に 1.82，2040（令和 22）年には人口置換水準とさ
れている 2.07 を目標としています。

 

　イ　人口流入の促進，人口流出の抑制
本市の社会動態について，特に若い世代が増加するものと設定し，東京圏等から人を呼び込む
施策とともに，雇用の場の確保など，人口流入を促進する施策に取り組んできました。しかしな
がら，本市への転入数が減少し，県南や東京圏等への転出が続いていることから，2018（平成 30）
年は人口流出となっています。市内の地区別人口の状況をみると，県庁周辺等の南部を中心とし
た地区において，人口が増加している一方，中心市街地や北西部等において人口が減少しています。
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表 20　社会動態の推移

表 19　合計特殊出生率の推移

区　分 転入 転出 差

2010 年 12,302 11,420 882
2015 年 11,882 11,631 251
2017 年 11,686 11,444 242
2018 年 11,424 11,601 ▲ 177

区　分 2010 年 2015 年 2017 年 2018 年

水戸市 1.46 1.59 1.66 1.52
茨城県 1.44 1.48 1.48 1.44

国 1.39 1.45 1.43 1.42

（単位：人）



　（２）目標人口
人口減少を抑制し，活力あるまちを維持するため，本市の 2060（令和 42）年における目標人口
を 245,000 人と設定しました。その実現に向け，安心して働き，子どもを生み育てることのできる
環境づくりなどに積極的に取り組んできました。
その結果，社人研が 2018 年に推計した本市の 2040（令和 22）年の総人口は 248,532 人となり，
前回推計（2013 年）と比較し，4,188 人増となりましたが，目標人口とは 12,468 人の差があります。
また，本市の総人口について，近年は微増，微減を繰り返してきましたが，今後，人口減少と
なることは避けられない状況です。

図 18　総人口の実績値・目標人口

表 21　総人口の実績値・目標人口

※ 2060 年は社人研 2013 推計を準拠し，算出

（単位：人）

区　分 2040 年 2060 年
目標人口 261,000 245,000
社人研 2018 推計 248,532 －
社人研 2013 推計※ 244,344 203,806

区　分 2010 年 2015 年 2018 年
実績値 268,750 270,783 270,289
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268,750 

261,000 

245,000 

203,806

244,344 

270,783 

248,532 

180,000

190,000

200,000

210,000
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230,000

240,000

250,000

260,000

270,000

280,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
実績値・目標人口 社人研2013推計 社人研2018推計 社人研2013推計準拠

（人）

社人研推計
4,188人増



　（３）目標人口における年齢３区分別人口比率
本市の目標人口における年齢３区分別人口比率について，年少人口（０～ 14 歳）割合の増加，
生産年齢人口（15 ～ 64 歳）割合の維持を基本とし，子育て支援施策や企業誘致等を積極的に推進
するとともに，就業率の向上を図る取組などを推進してきました。
しかしながら，出生数及び転入数は減少しており，年少人口及び生産年齢人口の割合が低下し
ています。
また，社人研が 2018 年に推計した本市の 2040（令和 22）年の人口について，前回推計（2013 年）
と比較し，年少人口及び生産年齢人口の割合は低下しています。

14.1% 13.2% 13.0%

64.1% 61.7% 60.5%

21.8% 25.1% 26.5%

0%
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70%

80%

90%

100%

2010年実績値 2015年実績値 2018年実績値

年少人口(０～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

年少人口(０～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

10.4% 10.2%

54.2% 53.5%

35.4% 36.3%
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【社人研推計】
年少人口及び
生産年齢人口
の 割 合 低 下
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図 19　年齢３区分別人口比率の実績値

図 20　社人研推計における年齢３区分別人口比率



２　目指すべき将来の方向
　（１）しごとの創生

茨城県の「転入・転出理由に関するアンケート調査」によると，県外転入・転出の７割程度が転勤・
転職等となっています。また，「市民等意識調査」によると，今後の人口減少対策で最も重要なこ
とは，「産業の振興により，経済を活性化させて，雇用を拡大する取組」が約３割で最も高くなっ
ています。
さらに，「市民等意識調査」における若い世代の職業意識・職業観について，「将来就職を希望
する場所」は水戸市外が６割程度となっており，茨城県の「教育調査」等によると，水戸市にお
ける高等学校等卒業生の約６割（約 2,700 人）は県外での進学，就職等と考えられます。
そのため，本市においては，あらゆる分野の産業について，地域の資源や特性を生かした振興，
持続的な発展を推進するとともに，幅広い分野における企業や事業所の誘致に取り組みながら，
若い世代が多様に働くことができる雇用の創出やＵＩＪターンの促進などを進めていく必要があ
ります。

　（２）ひとの創生
「市民等意識調査」によると，今後の人口減少対策で最も重要なことは，「子育て支援や仕事と
家庭の両立の実現により，結婚・出産・子育ての希望をかなえる取組」が約２割で２番目となっ
ています。また，若い世代の結婚・子育てについて，９割程度は「いずれ結婚したい」となっており，
結婚したい年齢は「25 ～ 29 歳」が８割程度で最も多くなっています。本市の平均初婚年齢につい
ては，近年低下がみられ，2017 年は男性が 30.9 歳，女性が 29.2 歳となっています。
また，約４割は「芸術文化活動やスポーツが盛んになった」，「水戸の歴史を生かしたまちづく
りが進んだ」と感じています。
そのため，子どもを安心して生み，健やかに育てやすい環境の整備とともに，将来の水戸を創
造し，リードしていくことのできる人材育成策の充実を図り，若い世代が希望をかなえられるま
ちづくりを推進する必要があります。あわせて，芸術文化，歴史などを生かした様々な活動に取
り組みやすい環境づくりとともに，大学等と連携した取組や本市への移住・定住の推進なども重
要となっています。

　（３）まちの創生
「市民等意識調査」によると，今後の人口減少対策で最も重要なことは，「福祉，医療の充実により，
誰もが安心して暮らせる地域を目指す取組」が約２割で３番目となっており，若い世代が住む場
所を選ぶ際に重視することは，「交通の便が良いこと」が約６割で最も高く，「生活基盤（公共施設，
娯楽施設）が整備されていること」，「治安が良いこと」が約４割となっています。
また，本市をはじめ，「県央地域首長懇話会」を構成する笠間市，ひたちなか市，那珂市，小美
玉市，茨城町，大洗町，城里町，東海村の９市町村からなる県央地域の人口について，転出超過となっ
ています。一方，本市においては，外国人の増加がみられます。
そのため，都市中枢機能の集積や交通ネットワークの構築など，まちの活性化を図るとともに，
誰もが安全・安心に暮らし，活躍することができるまちづくりを進めていく必要があります。あ
わせて，本市においては，県都として，水戸都市圏のリーダーとして，広域的な経済・生活圏の
活性化を図っていくことが求められています。
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３　人口の将来展望
　（１）目標人口設定の条件

本市の人口ビジョン（第１次）の検証結果に基づき，実効性のある施策を推進することを前提に，
国や県のビジョンを踏まえ，以下のとおり目標人口設定の条件を定めます。

　ア　合計特殊出生率の向上
2018（平成 30）年の本市の合計特殊出生率は 1.52 であることから，引き続き，若い世代の雇用
創出や子育て支援施策，水戸ならではの教育を重点的に推進することにより，2020（令和２）年
に 1.62，2030（令和 12）年に 1.82，2040（令和 22）年には，人口置換水準とされている 2.07 にな
るものと設定します。

　イ　人口流入の促進，人口流出の抑制
　　�　人口動態については，多様な雇用の場の確保や起業・創業の支援，移住・定住の推進，ＵＩＪター
ンの促進などにより，主に子育て世代の人口流入の促進，人口流出の抑制が図られ，年少人口及
び生産年齢人口が転入超過になるものと設定します。

表 23　社会動態の実績値・目標値（年間平均値）

表 22　合計特殊出生率の実績値・目標値

区　分
実績値 目標値

2010 ～
2014 年

2015 ～
2060 年

年少人口（０～ 14 歳） ▲ 96 50
生産年齢人口（15 ～ 64 歳） 657 350

老年人口（65 歳以上） 101 0
総数 661 400

区　分
実績値 目標値

2018 年 2020 年 2030 年 2040年

水戸市 1.52 1.62 1.82 2.07
茨城県 1.44 － 1.80 2.07

国 1.42 1.60 1.80 2.07
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　（２）目標人口
人口減少を抑制し，活力あるまちを維持するため，本市の 2060（令和 42）年における目標人口
を 245,000 人と設定します。そして，その実現に向け，若い世代の就労希望を実現できる施策や合
計特殊出生率の上昇につながる施策を重点的に推進するなど，若い世代が安心して働き，子ども
を生み育てることのできる環境づくりに取り組みます。
目標人口と社人研推計に準拠した人口推計を比較すると，2040（令和 22）年には，約 12,500 人，
2060 年には，約 39,500 人上回ります。
目標人口と，移動が均衡（ゼロ）となったシミュレーション（合計特殊出生率は目標人口と同率）
を比較すると，2040 年には，約 7,000 人，2060 年には，約 12,500 人上回ります。

図 21　目標人口

目標人口（2060（令和42）年）
245,000人
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表 24　目標人口における年齢３区分別人口

 

区　　分 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口（０～14歳） 34,900 34,900 34,900 35,200 36,200 36,700 36,400 35,700 35,400

生産年齢人口（15～64歳） 162,100 158,500 154,300 148,500 140,000 134,800 131,200 129,700 128,600

老年人口（65歳以上） 73,000 75,200 77,400 80,300 84,800 86,500 86,700 84,600 81,000

目標人口 270,000 268,600 266,600 264,000 261,000 258,000 254,300 250,000 245,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
実績値・目標人口 シミュレーション（移動均衡） 社人研2018推計準拠社人研2018推計

268,750 

261,000 

245,000 
254,157 

232,471 

270,783 

248,532 

205,645 
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　（３）目標人口における年齢３区分別人口比率，年齢階級別人口
本市の目標人口における年齢３区分別人口をみると，年少人口（０～ 14 歳）については，2040（令
和 22）年に 13.9 パーセント，2060（令和 42）年に 14.4 パーセントとなり，社人研推計等を上回り
ます。
生産年齢人口（15 ～ 64 歳）について，減少は避けられないものの，目標人口においては 2040
年に 53.6 パーセント，2060 年に 52.5 パーセントとなり，社人研推計等を上回ります。
老年人口（65歳以上）について，目標人口においては2040年に32.5パーセント，2060年に33.1パー
セントとなり，それぞれ 30 パーセントを超えるものの，社人研推計等を下回ります。

図 22　社人研推計等における年齢３区分別人口比率

図 23　目標人口における年齢３区分別人口比率
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年齢階級別人口については，合計特殊出生率の上昇に向けた取組等や若い世代の移住・定住の
推進に向けた施策等の効果により，2060（令和 42）年には，人口が安定化する構造となります。

図 24　目標人口における年齢階級別人口 
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Ⅰ　戦略の基本事項

１　策定の趣旨
本戦略は，将来的な人口減少が避けられない中，自主・自立したまちづくりを進めていくこと
を目的として策定するものです。本戦略に基づき，歴史と伝統，芸術・文化，豊かな自然など，
水戸ならではの個性と魅力を高め，にぎわいと交流を創出しながら，訪れてみたい，住んでみた
いと思われるような，選ばれる魅力あるまちの構築に向けた実効性のある施策を積極的かつ集中
的に推進します。

２　基本的な考え方
本戦略は，水戸市第６次総合計画－みと魁

さきがけ

プラン－に掲げた将来都市像「笑顔あふれる安心快
適空間　未来に躍動する　魁のまち・水戸」の実現を目指していくことを基本に，これまでの総
合戦略における取組の成果，国のまち・ひと・しごと創生総合戦略における４つの基本目標を踏
まえ，「しごとの創生」，「ひとの創生」，「まちの創生」の３つの視点に重点を置いた計画とし，本
戦略において実現を目指す姿とともに，基本目標を定めます。
そして，「しごと」が「ひと」を呼び，「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとともに，

その循環を支える「まち」の活力を将来にわたり維持していくことを目指し，好循環を生み出す
基軸となる「ひと」を育て，誰もが生き生きと暮らし，活躍することのできる環境づくりを進め
ます。
また，2015 年に国連サミットで採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は，「誰一人取り残
さない」社会の実現を目指し，様々な課題に対して総合的に取り組むこととしています。
本戦略においては，地方創生に資するＳＤＧｓの理念を踏まえながら，各種施策を展開し，持

続可能なまちづくりを推進します。

　　【参　考】

国の第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和元年 12 月 20 日閣議決定）
［基本目標（４つの基本目標）］
　基本目標１　稼ぐ地域をつくるとともに，安心して働けるようにする
　基本目標２　地方とのつながりを築き，地方への新しいひとの流れをつくる
　基本目標３　結婚・出産・子育ての希望をかなえる
　基本目標４　ひとが集う，安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

［横断的な目標］
　横断的な目標１　多様な人材の活躍を推進する
　横断的な目標２　新しい時代の流れを力にする



　◎　重点を置く３つの視点
　　①　しごとの創生

観光業をはじめ，商業，農業，工業，さらには，新たな産業など，あらゆる分野の産業について，
地域の資源や特性を生かした施策を展開し，持続的な成長を促進するとともに，企業や事業所の
誘致に取り組みながら，地域経済の活性化，雇用の創出を図ります。

　　②　ひとの創生
子どもを安心して生み，健やかに育てやすい環境の整備とともに，将来の水戸を創造し，リー
ドしていくことのできる人材育成の視点に立った水戸らしい教育の充実を図ります。また，住ん
でみたいと思われる，選ばれる居住環境の整備とともに，大学等と連携しながら，地域の活性化
を担う人材の育成やしごとの創生に取り組み，「若い世代」の移住・定住を推進します。

　　③　まちの創生
しごとの創生，ひとの創生を支える基盤づくりとして，都市中枢機能の集積や交通ネットワー
クの構築を進め，本市の地域特性を踏まえたコンパクトシティの実現に取り組むとともに，多様
な交流によるにぎわいの創出に努めながら，まちの活性化を図ります。また，市民との協働のもと，
福祉・医療の充実，地域の防災力の向上に取り組み，誰もが安全に安心して暮らし，活躍するこ
とができる環境づくりを推進します。あわせて，県都として，水戸都市圏のリーダーとして，広
域的な経済・生活圏の活性化を図ります。

３　期間及び構成
本戦略は，2024（令和６）年度を目標年度とし，計画期間は，2020（令和２）年度から 2024（令

和６）年度までの５か年とします。
戦略の構成として，４つの基本目標ごとに，2024（令和６）年度の達成すべき数値目標を設定

するとともに，基本目標の実現を目指し，具体的施策を定め，その効果を検証できる重要業績評
価指標（ＫＰＩ）を設定します。

　　【総合戦略の位置付け】

2019年度
（Ｒ元年度）

2020年度
（Ｒ2年度）

2021年度
（Ｒ3年度）

2022年度
（Ｒ4年度）

2023年度
（Ｒ5年度）

2024年度
（Ｒ6年度）

2060年度
（Ｒ42年度）

水戸市第6次総合計画

魁のまちづくりNEXTプロジェクト

各分野別計画

第1次 水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第2次）
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Ⅱ　戦略の方向

１　目指す姿
人口減少，少子高齢化が進行する中，人口流入の促進，人口流出の抑制を図り，均衡ある人口
構成へ改善し，将来にわたって活力ある持続可能な都市を構築していくためには，教育，福祉を
はじめ，産業経済，医療，防災など，あらゆる分野における取組を着実に推進し，誰もが住んで
みたい，住み続けたいと思われる，選ばれる魅力ある環境をつくっていかなければなりません。
水戸市第６次総合計画－みと魁プラン－の都市づくりの基本理念で掲げる，水戸に住む全ての
市民が安心して暮らし，幸せを感じられるまちとしていくためにも，あらゆる分野での安心を感
じられる環境づくりとともに，明るい未来を展望できる経済的発展が必要です。
そのためにも，地域の将来を支える人材となる若い世代が，水戸で育ち，生き生きと活動し，
暮らし続けるまち，そして，その活力が水戸市全体の持続的な成長や発展につながっていくまち
を目指します。

２　基本目標

　Ⅰ　生き生きと働けるしごとを創る
産業競争力の強化や商工業，農業等の振興によって，地域経済の活性化を図り，安心して働け
る多様な雇用の場の創出や地域雇用の促進，安定的な経済活動につなげていくことを目指します。

　Ⅱ　新たなひとの流れを生み出す 
本市の歴史，文化など，魅力ある地域資源を最大限に活用した，戦略的観光の振興，芸術・スポー
ツ文化によるにぎわいの創出，魅力ある交流拠点の形成によって，観光交流人口の拡大を目指し
ます。

　Ⅲ　結婚・出産・子育てを応援する 
結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援や質の高い教育に取り組み，誰もが安心して出産・
子育てができる環境を創出するとともに，本市への移住・定住の取組を推進し，子育て世代に選
ばれる魅力あるまちの実現を目指します。

　Ⅳ　誰もが安全に安心して健やかに暮らせる，個性輝くまちを創る 
時代の変化に対応できる都市構造や交通ネットワークを構築するなど，健やかに暮らせる環境
づくりを進めるとともに，市民一人一人が安全に安心して暮らし，様々な分野で活躍できる環境
づくりを推進し，定住人口の増加を図り，まち全体の活性化につなげていくことを目指します。

若い世代が活躍する 持続的に成長するまち 水戸
─働きたくなる 住みたくなる 子育てをしたくなる 人が育つ─
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３　施策の体系

Ⅳ
結婚・出産・子育てを
応援する

目指す姿

若い世代が活躍する
持続的に成長するまち 水戸

─働きたくなる 住みたくなる 子育てをしたくなる 人が育つ─

基本目標 具体的施策

Ⅳ
誰もが安全に安心して
健やかに暮らせる，
個性輝くまちを創る

Ⅳ
新たなひとの流れを
生み出す

Ⅳ
生き生きと働ける
しごとを創る

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

❶ 戦略的観光の振興による交流の拡大

❷ 芸術文化・スポーツ文化の交流によるにぎわいの創出

❸ 自然，歴史資源を生かした魅力ある交流拠点の形成

❶ 地域経済をけん引する産業競争力の強化

❷ 多様な雇用の場の創出，地域雇用の促進

❶ 健やかに暮らせる環境づくり

❷ 安全に安心して暮らせる環境づくり

❸ 活躍できる環境づくり

❶ 安心して子どもを生み育てることのできる環境の充実

❷ 未来を切り拓く力を育む水戸スタイルの教育の推進

❸ 移住・定住の推進

ひら
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基本目標 Ⅳ
誰もが安全に安心して健やかに
暮らせる，個性輝くまちを創る

基本目標 Ⅲ
結婚・出産・子育てを応援する

基本目標 Ⅰ
生き生きと働けるしごとを創る

基本目標 Ⅱ
新たなひとの流れを生み出す

【総合戦略イメージ】

しごと

まち

ひと

若い世代が活躍する 持続的に成長するまち 水戸
─働きたくなる 住みたくなる 子育てをしたくなる 人が育つ─

水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略

ひとがまちに定着する
まちの活力が向上する

安心して長く
ひとが暮らせる

子育てにやさしい
まちをつくる

出生率が上がる
子育て世帯が増える

しごとが
増える

働くひとが増える
収入が増える

観光客が
増える

にぎわいが生まれる
消費活動が活発になる

「水戸のまち創生」
重点プログラム
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Ⅲ　「水戸のまち創生」重点プログラム　

「水戸のまち創生」重点プログラムは，本戦略において目指す姿の実現に向け，優先的かつ重点
的に取り組むものです。

　◎　基本的な方向
「しごと」が「ひと」を呼び，「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立し，その循環を支える「ま
ち」に活力を取り戻していくために，目指す姿の基盤となるものは「ひと」です。
人口減少の進行により，経済活動，市民生活などの様々な分野において大きな影響が懸念され
ることから，人口減少の抑制に取り組み，まちの活力を維持していくことが求められます。
水戸に住む全ての市民が安心して暮らし，幸せを感じられるまち，選ばれるまちとしていくた
めには，まち全体の発展をけん引していく「若い世代」が，水戸で暮らし続けながら，多様なラ
イフスタイルや価値観に応じて様々な分野で活躍することのできる環境をつくっていくことが大
変重要です。
そのため，「若い世代」が，水戸で学び，働き，安心して暮らし続けられる環境の創出に取り組む「水
戸のまち創生」重点プログラムを設定します。
「若い世代」の移住・定住を推進するため，次世代をリードする人材の育成，魅力ある雇用の創

出や子育てしやすい環境づくりなど，ライフステージに応じた戦略的な取組を行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※若い世代・・・18 歳から 40 歳前後まで

達成目標

プログラムのテーマ

水戸で学び，働き，安心して暮らし続けられる環境の創出

●地域経済の発展 ●文化の発展 ●地域の活性化 ●まち全体の発展

若い世代の活躍によって期待される効果

水戸に暮らす全ての市民が安心と幸せを感じられるまち

項　　目 基 準 値
（2018年）

目 標 値
（2024年）

20 ～ 39 歳〔生産年齢人口の概ね前半世代〕
の社会動態（転入者数－転出者数）（年間） ▲ 23人 ➡ 250人



第
１
章 

人
口
ビ
ジ
ョ
ン

第
２
章　
総
合
戦
略

基
本
目
標
Ⅰ

基
本
目
標
Ⅱ

基
本
目
標
Ⅲ

基
本
目
標
Ⅳ

参
考
資
料

42

　◎　ライフステージに応じた主な戦略的取組

企業に対する支援活動の推進，就業・起業の支援により，魅力ある雇用
の創出を図るとともに，働きやすい環境づくりに取り組みます。
【具体的な取組】
➢ 企業の技術力，競争力の強化・支援
➢ 企業誘致の推進
➢ 起業・創業支援の充実
➢ 店舗開業・出店の推進
➢ ベンチャービジネスの育成・支援
➢ ＵＪＩターンの促進
➢ 地域雇用の促進
➢ 各種産業における担い手の確保・育成 など

安心して子どもを生み育てることのできる環境づくりに取り組みます。
【具体的な取組】
➢ 保育所待機児童対策の推進
➢ 放課後児童対策の推進
➢ 地域における子育て支援の充実
➢ 多様な子育てニーズに対応した取組の推進
➢ 妊産婦支援の充実
➢ 妊娠・出産，子どもの医療に係る支援の充実
➢ 緊急診療体制の充実 など

快適な住環境の提供，利用しやすい公共交通体系の構築，医療サービス
の充実など，安心して暮らし続けられる環境づくりに取り組みます。
【具体的な取組】
➢ まちなか住みかえの推進
➢ 住宅リフォームの支援
➢ 公共交通体系の構築に向けた取組の推進
➢ 地域医療体制の確立 など

水戸スタイルの教育を推進するとともに，郷土愛の醸成を図り，次世代
をリードする人材の育成に取り組みます。
【具体的な取組】
➢ チャレンジプランの推進（学力向上の推進）
➢ グローバルプランの推進（英会話力の向上・情報教育の推進）
➢ キャリアプランの推進（郷土水戸に関する教育）
➢ ふれあいプランの推進（いじめの未然防止，早期発見，解決）
➢ 快適な教育環境の充実
➢ 学校給食における食育の推進 など

学ぶ

働く

暮らし
続ける

子どもを
生み
育てる
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Ⅳ　推進体制と進行管理

１　推進体制
本戦略の推進に当たっては，庁内各課における連携，市と関係機関等との連携を図るとともに，
水戸市まち・ひと・しごと創生有識者会議等の意見を反映させながら，「水戸のまち創生」重点プ
ログラムをはじめ，戦略に位置付けた各種施策に取り組みます。

２　進行管理
本戦略は，社会経済情勢の変化に柔軟に対応するため，毎年度ＰＤＣＡサイクルによる検証を
行い，必要に応じて計画の見直しを行うものとします。

Ａｃｔｉｏｎ
（行動）

Ｃｈｅｃｋ
（評価）

Ｄo
（実施）

Ｐｌａｎ
（計画）

◇各種施策の改善・見直し

◇新たな課題への取組

◇水戸市まち・ひと・しごと創生
有識者会議による協議等

◇目標の設定

◇各種施策の推進

◇市民，事業者，各種団体等
との連携

◇施策の実施状況の把握・評価

◇水戸市まち・ひと・しごと創生
有識者会議による評価等

◇社会経済情勢の把握

【総合戦略の進行管理システム（ＰＤＣＡサイクル）】



ビジネスマッチング会 コワーキングスペース水戸ワグテイル

基本目標Ⅰ　生き生きと働けるしごとを創る
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水府提灯 納豆用わらの収穫

具体的施策（1）　地域経済をけん引する産業競争力の強化

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

Ⅴ　施策の展開

　産業競争力の強化や商工業，農業等の振興によって，地域経済の活性化を図り，安心して
働ける多様な雇用の場の創出や地域雇用の促進，安定的な経済活動につなげていくことを目
指します。

 　【数値目標】

　 【基本的方向】
○�　これまで培ってきた本市の産業や新たな産業など，あらゆる分野の産業において，地域
の資源や特性を生かした施策を展開し，地域経済をけん引する産業競争力の強化に取り組
みます。
○�　幅広い分野における企業や事業所の誘致，支援制度の利用促進に取り組み，多様な雇用
の場の創出を図ります。また，若い世代の地元での就職や定着に向け，就業機会の拡大を
図るとともに，技術・能力育成を支援し，経済的安定を促進します。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

市民所得
※資料：県統計課（市町村民経済計算）

912,938 百万円
（2016年度） 0.6％増／年

新 生産年齢人口の就業率
※資料：国勢調査

69.3%
（2015年）

72.0%
（2020年）
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水府提灯 納豆用わらの収穫

具体的施策（1）　地域経済をけん引する産業競争力の強化

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

　産業間の新たな連携による成長産業への転換をはじめ，既存企業等の競争力・経営力の強化，
企業立地の促進，６次産業化や農産物のブランド化の推進などに取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

新 市内製造品出荷額（年間） 144,257百万円
（2017年度） 158,600百万円

企業誘致による立地事業所数（累計） 15事業所 40事業所

事業名 事業概要 事業主体

各種産業の競争力強化
•　技術力，競争力の強化・支援
•　産業交流機会の創出
•　新製品・新技術開発の支援

市
事業者
商工団体
大学等

企業立地の促進
•　企業誘致の推進
•　中心市街地における商業施設等の立地促 
　 進

国
県
市等

観光産業の強化
•　観光特産品の開発促進
•　観光特産品の魅力向上
新 伝統産業の振興

市
市観光コンベンション
協会
事業者等

持続可能な農業の確立

•　６次産業化の推進
•　農産物のブランド化の推進
•　地産地消の推進
•　経営規模拡大に向けた取組の推進

市
営農集団等



　

46

第
１
章 

人
口
ビ
ジ
ョ
ン

第
２
章　
総
合
戦
略

基
本
目
標
Ⅰ

基
本
目
標
Ⅱ

基
本
目
標
Ⅲ

基
本
目
標
Ⅳ

参
考
資
料

水戸まちなか空き店舗見学ツアー キャリアアップ講座

具体的施策（2）　多様な雇用の場の創出，地域雇用の促進

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

水戸黄門まつり アダストリア みと アリーナ
（東町運動公園体育館）

基本目標Ⅱ　新たなひとの流れを生み出す

【数値目標】

【基本的方向】

　空き店舗を活用した開業・出店を推進するほか，関係機関と連携しながら，起業・創業し
やすい環境づくりを進め，生き生きと働くことができる場の創出に取り組みます。また，Ｕ
ＩＪターンの促進，ワーク・ライフ・バランスの推進などにより，働く人の確保，育成に取
り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

創業支援事業計画推進事業等による
新規創業件数（累計） 323件 650件

新 事業承継した事業所等の件数（累計） － 20件

事業名 事業概要 事業主体

起業・創業支援の充実 •　起業・創業者への支援
•　ベンチャービジネスの育成・支援

市
市商業・駐車場公社
商工団体
大学等

店舗開業・出店の推進 •　空き店舗を活用した開業等の支援
•　遊休不動産を活用したにぎわいづくり

市
市商業・駐車場公社
商工団体等

働く人の確保，育成

•　ＵＩＪターンの促進
新 技術者・後継者の育成支援
•　地域雇用の促進
•　認定農業者等担い手の確保・育成
•　ワーク・ライフ・バランスの推進

県
市
市農業公社
事業者
商工団体
営農集団
大学等
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水戸まちなか空き店舗見学ツアー キャリアアップ講座

具体的施策（2）　多様な雇用の場の創出，地域雇用の促進

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

水戸黄門まつり アダストリア みと アリーナ
（東町運動公園体育館）

基本目標Ⅱ　新たなひとの流れを生み出す

【数値目標】

【基本的方向】

　本市の歴史，文化など，魅力ある地域資源を最大限に活用した，戦略的観光の振興，芸術・
スポーツ文化の交流によるにぎわいの創出，魅力ある交流拠点の形成によって，観光交流人
口の拡大を目指します。

○�　本市の様々な地域資源を磨き上げ，魅力を一層高めながら，戦略的な事業を総合的に展
開し，市民，事業者，行政の協働のもと，にぎわいあふれる観光まちづくりに取り組みます。
○�　本市の大きな魅力である水戸芸術館を中心とした芸術文化，市民一人一人が育んできた
スポーツ文化の一層の進展に努めるとともに，コンベンション誘致に向けた取組を推進し
ます。
○�　本市の歴史と文化財を最大限に活用し，水戸らしい風格と安らぎの感じられる魅力ある
歴史まちづくりを推進するほか，豊かな自然環境を生かした交流拠点づくりに取り組みま
す。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

観光交流人口
※資料：県観光客動態調査報告

3,676,200人
（2018年）

4,660,000人
（2024年）

新 市内ＩＣの利用台数（年間下車台数）
（市内 IC：水戸 IC，水戸北スマート IC，茨城町東 IC，

水戸南 IC，水戸大洗 IC）※資料：ネクスコ東日本
7,740,667台 7,920,000台
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オセロ文化の普及・啓発イベント 水戸ホーリーホック 茨城ロボッツ

具体的施策（2）　芸術文化・スポーツ文化の交流によるにぎわいの創出

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

外国人の武道体験 水戸市ロケ地めぐりツアー

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

具体的施策（1）　戦略的観光の振興による交流の拡大

　本市の歴史，文化，自然など，魅力ある資源を最大限に生かしながら，戦略的なイベント
の展開，各種まつりの充実，インバウンド観光の推進のほか，効果的な観光情報の発信，コ
ンベンション誘致活動の強化などに取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

新 市内外国人観光客数（年間） 64,000人
（2018年）

107,000人
（2024年）

誘致活動によるコンベンション開催数
（年間） 146件 170件

事業名 事業概要 事業主体

戦略的なイベントの展開，
ＰＲ活動の強化

•　インバウンド観光の推進
•　効果的，効率的な観光情報の発信
•　戦略的イベントの展開と各種まつりの充実
•　回遊性を高める機能強化と魅力づくり
•　広域連携による観光地づくり
•　体験・交流型観光の充実
•　フィルムコミッションの充実

県
市
市観光コンベンション
協会
事業者等

コンベンション誘致活動
の強化

•　コンベンション誘致活動の推進
•　コンベンション機能の強化

市
市観光コンベンション
協会
事業者
大学等
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オセロ文化の普及・啓発イベント 水戸ホーリーホック 茨城ロボッツ

具体的施策（2）　芸術文化・スポーツ文化の交流によるにぎわいの創出

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

外国人の武道体験 水戸市ロケ地めぐりツアー

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

具体的施策（1）　戦略的観光の振興による交流の拡大

　市民主体の芸術文化活動を支援するほか，水戸芸術館等を中心としたまちのにぎわいづく
りを推進するとともに，水戸黄門漫遊マラソンをはじめとするスポーツ大会の開催，スポー
ツ環境の充実などに取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

新 水戸芸術館入場者数（市外事業を除く）
（年間） 213,565人 265,000人

大規模スポーツ大会（東日本大会以上）の
開催・誘致数（年間） 10大会 13大会

事業名 事業概要 事業主体

芸術文化の魅力の向上

•　�水戸芸術館等を中心としたまちのにぎ
わいづくり

新 �新市民会館を中心とした新たな市民交
流やにぎわいづくり

•　市民主体の芸術文化活動の促進
•　�水戸発祥のオセロ文化の普及・啓発

市
市民
市芸術振興財団
事業者
各種団体等

スポーツ文化の魅力の向上

新 �プロスポーツチームを通した地域の活性化
•　スポーツコンベンション誘致の推進
•　スポーツ大会の開催
•　�スポーツ施設・環境の充実

市
市民
市スポーツ振興
協会
事業者
各種団体等



　

50

第
１
章 

人
口
ビ
ジ
ョ
ン

第
２
章　
総
合
戦
略

基
本
目
標
Ⅰ

基
本
目
標
Ⅱ

基
本
目
標
Ⅲ

基
本
目
標
Ⅳ

参
考
資
料

市民センター子育て広場 結婚ときめきプロジェクト

【数値目標】

【基本的方向】

基本目標Ⅲ　結婚・出産・子育てを応援する具体的施策（3）　自然，歴史資源を生かした魅力ある交流拠点の形成

二の丸白壁塀 水戸市植物公園

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

　偕楽園・千波湖周辺（千波公園等），弘道館・水戸城周辺における魅力づくりなど，水戸の
歴史資源を生かした交流拠点の形成を進めるとともに，森林公園周辺や七ツ洞公園における
魅力づくりなど，豊かな自然環境を活用した交流拠点の形成に取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

偕楽園の入込観光客数（年間） 974,040人
（2018年）

1,250,000人
（2024年）

弘道館の入込観光客数（年間） 87,164人
（2018年）

160,000人
（2024年）

事業名 事業概要 事業主体

歴史資源を生かした交流
拠点づくり

•　偕楽園・千波湖周辺（千波公園等）の魅
　 力づくり
•　弘道館・水戸城跡周辺の魅力づくり
•　ロマンチックゾーンの魅力づくり

国
県
市
関係機関
関係団体等

自然資源を生かした交流
拠点づくり

•　七ツ洞公園（英国式庭園）の魅力づくり
新 植物公園の魅力づくり
•　森林公園周辺の魅力づくり

市
市民
市農業公社
関係団体等
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市民センター子育て広場 結婚ときめきプロジェクト

【数値目標】

【基本的方向】

基本目標Ⅲ　結婚・出産・子育てを応援する具体的施策（3）　自然，歴史資源を生かした魅力ある交流拠点の形成

二の丸白壁塀 水戸市植物公園

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

　結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援や質の高い教育に取り組み，誰もが安心し
て出産・子育てができる環境を創出するとともに，本市への移住・定住の取組を推進し，子
育て世代に選ばれる魅力あるまちの実現を目指します。

○�　結婚・妊娠・出産・子育てにおけるきめ細かで切れ目のない支援を通し，水戸での「出
会い・生み・育てる」を促進します。
○�　質の高い教育の展開により，水戸の未来をリードする子どもたちの学力向上をはじめ，
世界で活躍できる資質や能力，郷土を愛する心，心身ともにたくましく生きる力を育みます。
○�　移住希望者等に対し，官民連携による住生活情報の提供をはじめ，住みかえの支援など
に取り組み，本市への移住・定住を促進します。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

合計特殊出生率
※資料：水戸市（情報政策課） 1.52 1.70

新 子育て世帯の社会動態
（18歳以下の子を持つ 20～ 39歳の世帯の転入数と

転出数の差）※資料：県常住人口調査結果

▲107世帯
（2018年）

50世帯
（2024年）
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具体的施策（1）　安心して子どもを生み育てることのできる環境の充実

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

ICTを活用した教育 大規模改造された快適な教室

具体的施策（2）　未来を切り拓く力を育む水戸スタイルの教育の推進
ひら

　放課後児童対策をはじめ，様々な保育ニーズに対応した取組や地域における子育て支援を
推進するほか，出産・子育てしやすい環境づくり，結婚に向けた支援に取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

新 子育て支援・多世代交流事業の利用者数
（市民センター子育て広場等を含む）（年間） 105,615人 131,000人

新 開放学級待機児童数 111人
（年度末） 待機児童ゼロ（継続）

事業名 事業概要 事業主体

保育所待機児童対策の推
進

新 �民間保育所の増改築支援
•　保育士の確保

市
事業者

放課後児童対策の推進

•　開放学級・放課後子ども教室の充実，学童クラ 
 ブの支援

•　開放学級支援員の確保
•　�放課後学力サポート事業の充実

市
事業者
各種団体

地域における子育て支援
の充実

•　�わんぱーく・みと，はみんぐぱーく・みとを
核とした子育て支援・多世代交流の推進

•　市民センター子育て広場の拡充
•　�地域における子育て支援サービスの充実

市
事業者
各種団体

多様な子育てニーズに対
応した取組の推進

•　�預かり保育等の充実
•　�病児・病後児保育の充実
•　�子どもの発達支援の充実

市
事業者
各種団体

妊娠・出産，子どもの医
療に係る支援の充実

•　�子どもの医療費の助成
•　�不妊・不育症治療費の助成
•　妊産婦の健康診査，すまいるママみとにおけ 

 る相談等の支援の充実

市
関係機関

結婚支援の推進 •　結婚支援施策の推進 市
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具体的施策（1）　安心して子どもを生み育てることのできる環境の充実

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

ICTを活用した教育 大規模改造された快適な教室

具体的施策（2）　未来を切り拓く力を育む水戸スタイルの教育の推進
ひら

　水戸の未来をリードする人材の育成に向け，水戸スタイルの教育（チャレンジプラン，グロー
バルプラン，キャリアプラン，ふれあいプラン）をはじめ，快適な教育環境の充実，豊かな
人間性を育む学校教育に取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

学力診断のためのテスト（県）の各教科に
おける平均点（県平均との比較）

［小６］＋ 0.3点
［中３］＋1.0点

［小６］＋2.0点
［中３］＋3.0点

新 小・中学校校舎トイレの洋式化率 44.1％ 100％

事業名 事業概要 事業主体

水戸スタイルの教育の推進

新 �チャレンジプランの推進
新 �グローバルプランの推進
新 �キャリアプランの推進
新 �ふれあいプランの推進

市
各種団体

快適な教育環境の充実 新 �学校施設の大規模改造等の推進
新 �小・中学校校舎のトイレ洋式化の推進 市

豊かな人間性を育む学校教
育の推進

•　小中一貫教育の推進
新 �学校の特色を生かした教育の推進
新 �こころの教育の推進
•　健康な体づくりの推進
新 �学校図書館の充実
•　学校給食における食育の推進
•　一人一人の教育的ニーズに応じた特別 

  支援教育の充実

市
各種団体
大学等
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水戸市保健所

【数値目標】

【基本的方向】

水戸まちなかフェスティバル

基本目標Ⅳ　誰もが安全に安心して健やかに暮らせる，個性輝くまちを創る

移住相談会（都内）

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

北関東中核都市連携会議
きたかんマルシェ

具体的施策（3）　移住・定住の推進

　子育て世帯のまちなか住みかえ支援をはじめ，住生活支援情報の提供やわくわく茨城生活
実現事業の実施などに取り組みます。また，住宅リフォームの助成，市営住宅の長寿命化型
改修の推進など，既存ストックの活用を図ります。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

まちなか住みかえ支援事業
利用件数（累計） 43件 350件

新 わくわく茨城生活実現事業における
支援件数（年間） － 10件

事業名 事業概要 事業主体

移住支援の推進

•　�まちなか住みかえの推進
•　住生活支援情報の提供
新 �東京圏からの移住促進
新 �関係人口の創出に向けた取組の推進

県
市
事業者等

既存ストックの有効活用
の促進

•　�住宅リフォームの支援
•　�市営住宅の長寿命化型改修等の推進

市
事業者
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水戸市保健所

【数値目標】

【基本的方向】

水戸まちなかフェスティバル

基本目標Ⅳ　誰もが安全に安心して健やかに暮らせる，個性輝くまちを創る

移住相談会（都内）

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

北関東中核都市連携会議
きたかんマルシェ

具体的施策（3）　移住・定住の推進

　時代の変化に対応できる都市構造や交通ネットワークを構築するなど，健やかに暮らせる
環境づくりを進めるほか，市民一人一人が安全に安心して暮らし，様々な分野で活躍できる
環境づくりを推進し，定住人口の増加を図り，まち全体の活性化につなげていくことを目指
します。

○�　安心して医療サービスを受けることができる地域医療の確立に努めながら，身近なコミュ
ニティ，行政等がそれぞれの役割や特性に応じ，自助・近助・共助・公助による連携強化
を図り，住み慣れた地域において，いきいきと健やかに生活を送ることができる環境づく
りに取り組みます。
○�　都市機能の集約や居住の誘導などを図りながら，都市部と周辺部それぞれの持つ資源や
特性を生かし，適正な役割分担のもと，次世代に過度の負担を残さないまちを形成します。
また，居心地が良く歩きたくなる道路空間や快適な自転車通行空間の整備を推進するとと
もに，都市核と地域の生活拠点を結ぶ公共交通体系の構築に取り組みます。
○�　茨城県央地域定住自立圏の取組，北関東中核都市連携会議における連携事業を進め，広
域連携の強化に取り組みます。
○�　空家等の対策を強化するほか，隣近所や地域において助けあう地域防災を一層推進する
とともに，地震や火災に強い都市基盤づくりを進め，誰もが安全に安心して暮らせる環境
づくりに取り組みます。
○�　地域コミュニティ活動をはじめ，市民の様々な活動を支援するとともに，地域を支える
人材の育成を進めながら，あらゆる分野において，誰もが，多様性を認め合いながら，そ
の個性と能力を十分に発揮し，活躍できる地域社会づくりに取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

社会増（人口動態）
（社会動態：転入・転出の差）※資料：県常住人口調査結果

▲177人
（2018年）

400人
（2024年）
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具体的施策（2）　安全に安心して暮らせる環境づくり

防災訓練 みと消費者市民大学

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

具体的施策（1）　健やかに暮らせる環境づくり

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

　緊急診療体制の充実，地域包括ケアシステムの構築や医療・福祉分野における人材の育成・
確保などに取り組みます。また，地域公共交通の再編をはじめ，内原駅周辺地区の拠点機能
の強化，歩いて楽しめる道路空間整備などを推進します。
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項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

水戸市安心・安全見守り隊
参加団体・事業者数（累計） 178団体等 200団体等

路線バス利用者数（一日当たり） 34,765人 36,000人

事業名 事業概要 事業主体

安心して医療サービスを
受けることができる環境
づくり

•　地域医療体制の確立
•　小児・周産期医療体制の確保
•　緊急診療体制の充実
•　�医療・福祉分野における人材の育成・確保

国
県
市
関係機関

生涯にわたって，いきい
きと健やかに暮らせる環
境づくり

•　�地域包括ケアシステムの構築
•　�地域見守り・支えあいの推進
新 健康づくり，生きがいづくりの推進
新 生活衛生対策の推進
新 環境保全に関する意識の啓発

市
市民
関係機関
地域団体
各種団体
事業者

都市機能の集約・再配置
の推進

•　�都市機能，居住の誘導によるコンパクトなまち
づくり

市
事業者

交通ネットワークの形成
•　公共交通体系の構築に向けた取組の推進
•　�快適な自転車通行空間の整備
新 内原駅周辺地区の拠点機能の充実

国
県
市
事業者

居心地が良く歩きたくな
るまちづくり

新 歩いて楽しめる道路空間整備
•　�多様な交流の創出によるにぎわいづくり
•　�泉町１丁目北地区市街地再開発事業等の推進

市
商工団体
商店街
組合等

広域連携による都市力の
向上

•　�茨城県央地域定住自立圏に係る取組の推進
•　�北関東中核都市連携会議に係る取組の推進

構成市町村
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具体的施策（2）　安全に安心して暮らせる環境づくり

防災訓練 みと消費者市民大学

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

具体的施策（1）　健やかに暮らせる環境づくり

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

　空家等対策の推進をはじめ，住宅の耐震化の促進，市民協働による地域防災や災害時要配
慮者への支援の充実などに取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

新 空家等件数 874件 830件

自主防災組織による防災訓練等の参加者数
（年間） 14,039人 15,000人

事業名 事業概要 事業主体

安全な住環境づくり
•　�空家等対策の強化
•　浸水被害対策の推進
•　民間住宅等の耐震化の促進

市
市民
地域団体
事業者等

防災対策・体制の強化

•　�市民との協働による地域防災の推進
•　次世代防災リーダーの育成
•　災害時要配慮者支援の充実
新 あらゆる手段を活用した防災情報の伝達

市
市民
地域団体
各種団体
事業者等

消費生活の向上
•　�消費者教育及び啓発活動の充実
•　消費者被害防止対策の充実

市
関係機関
各種団体
事業者等
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具体的施策（3）　活躍できる環境づくり

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

元気アップ・ステップ運動教室こみっとフェスティバル

　地域コミュニティ活動の活性化や生涯学習活動を通した人材の育成のほか，女性，高齢者
をはじめとする誰もが個性と能力を発揮し，活躍できる環境づくりなどに取り組みます。

項　　目 基 準 値
（2018年度）

目 標 値
（2024年度）

新 福祉ボランティアの活動件数（年間） 353件 380件

新 産・学・官連携事業の数（累計） 349件 450件

事業名 事業概要 事業主体

地域コミュニティ活動の
活性化

•　�住みよいまちづくり推進協議会を中心とした自
主的な活動の推進

•　�地域コミュニティ推進体制の充実，連携強化

市
市民
地域団体等

ボランティア団体，ＮＰＯ
等の活動の活性化

•　�ボランティア団体，ＮＰＯ等との協働事業の推進
•　�ボランティア団体，ＮＰＯ等の情報の共有，人材 

育成
新 福祉ボランティアの育成・活動支援

市
市社会福祉
協議会
各種団体

生涯学習活動の活性化
•　�生涯学習のしやすい環境づくり
•　�生涯学習サポーター等の活動促進

市

多様な人材の活躍推進

•　�女性の活躍推進
•　高齢者の活躍推進
•　�障害者の活躍推進
新 外国人が活動しやすい環境づくり

市
関係機関
事業者

産・学・官連携の推進
•　�産・学・官連携事業の推進
新 ＩＣＴを活用した市民サービスの向上

市
事業者
大学等



具体的施策（3）　活躍できる環境づくり

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］

［主な事業］

元気アップ・ステップ運動教室こみっとフェスティバル

参 考 資 料



１　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）と各種施策との関連性
　（１） 17 の持続可能な開発目標

　

①貧困 ②飢餓 ③保健 ④教育 ⑤ジェンダー ⑥水・衛生

⑦エネルギー ⑧成長・雇用 ⑨イノベーション ⑩不平等 ⑪都市 ⑫生産・消費

⑬気候変動 ⑭海洋資源 ⑮陸上資源 ⑯平和 ⑰実施手段

　（２） 各事業と SDGs との関連性
基本
目標 具体的施策 事業名 SDGs の目標

Ⅰ　
生
き
生
き
と
働
け
る
し
ご
と
を
創
る

（1）
 �地域経済をけ
ん引する産業
競争力の強化

1　各種産業の競争力強化

2　企業立地の促進

3　観光産業の強化

4　持続可能な農業の確立

（2）
 �多様な雇用の
場の創出，地
域雇用の促進

1　起業・創業支援の充実

2　店舗開業・出店の推進

3　働く人の確保，育成
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基本
目標 具体的施策 事業名 SDGs の目標

Ⅱ　
新
た
な
ひ
と
の
流
れ
を
生
み
出
す

（1）
 �戦略的観光の
振興による交
流の拡大

1　�戦略的なイベントの展
開，PR 活動の強化

2　�コンベンション誘致活動
の強化

（2）
 �芸術文化・ス
ポーツ文化の
交流によるに
ぎわいの創出

1　芸術文化の魅力の向上

2　�スポーツ文化の魅力の
向上

（3）
 �自然，歴史資
源を生かした
魅力ある交流
拠点の形成

1　�歴史資源を生かした交
流拠点づくり

2　�自然資源を生かした交
流拠点づくり

Ⅲ　
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
を
応
援
す
る

（1）
 �安心して子ど
もを生み育て
ることのでき
る環境の充実

1　�保育所待機児童対策の
推進

2　放課後児童対策の推進

3　�地域における子育て支援
の充実

4　�多様な子育てニーズに
対応した取組の推進

5　�妊娠・出産，子どもの
医療に係る支援の充実

6　結婚支援の推進

（2）
 �未来を切り拓

ひら

く力を育む水
戸スタイルの
教育の推進

1　�水戸スタイルの教育の
推進

2　快適な教育環境の充実

3　�豊かな人間性を育む学
校教育の推進

（3） �移住・定住の
推進

1　�移住支援の推進

2　�既存ストックの有効活
用の促進
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基本
目標 具体的施策 事業名 SDGs の目標

Ⅳ　
誰
も
が
安
全
に
安
心
し
て
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
，
個
性
輝
く
ま
ち
を
創
る

（1）
 �健やかに暮ら
せる環境づく
り

1
　�安心して医療サービス

を受けることができる
環境づくり

2
　�生涯にわたって，いき

いきと健やかに暮らせ
る環境づくり

3　�都市機能の集約・再配
置の推進

4　交通ネットワークの形成

5　�居心地が良く歩きたく
なるまちづくり

6　�広域連携による都市力
の向上

（2）
 �安全に安心し
て暮らせる環
境づくり

1　安全な住環境づくり

2　防災対策・体制の強化

3　�消費生活の向上

（3） �活躍できる環
境づくり

1　�地域コミュニティ活動
の活性化

2
　�ボ ラ ン テ ィ ア 団 体，

NPO 等の活動の活性
化

3　生涯学習活動の活性化

4　多様な人材の活躍推進

5　�産・学・官連携の推進
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２　水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）策定経過と推進体制
　（１）水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）策定に係る経過の概要

年　月　日 内　　　　容

平成31年 2 月 7 日 学生が抱く「将来イメージ」調査
令和元年 5月7, 17日 • �茨城大学，常磐大学，大原学園に通学する学生を対象に，職業意識・職業観，

定住意向，結婚・子育てについて意識調査を実施
• �回収数　305

5 月 13 日 第１回水戸市まち・ひと・しごと創生専門部会開催（３部会合同）
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）策定基本方針（案）につい
て

5 月 27 日 第１回水戸市まち・ひと・しごと創生推進本部開催
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）策定基本方針（案）につい
て

6 月 6 日 職員研修（基本３部課程　政策形成研修）における政策提案
～７月 23 日 • �地方創生に資する提案を作成

• �提案件数　９件

7 月 5 日 第１回水戸市まち・ひと・しごと創生有識者会議開催
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）策定基本方針について

8 月 2 日 地方創生に関する市民アンケート調査
～８月 19 日 • �本市在住の満 15 歳以上の個人 4,000 人に郵送

• �有効回収数　1,672 人（回収率　41.8％）

8 月 20 日 第２回水戸市まち・ひと・しごと創生専門部会開催（３部会合同）
• �水戸市人口ビジョン（第２次）骨子（案）について
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）骨子（案）について

8 月 28 日 第２回水戸市まち・ひと・しごと創生推進本部開催
• �水戸市人口ビジョン（第２次）骨子（案）について
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）骨子（案）について

9 月 6 日 職員提案の募集
～９月 20 日 • �「人口流入の促進，人口流出の抑制に向けた新たな施策」をテーマに新たなア

イディアを募集
• �提案件数　17 件

10 月 9 日 第２回水戸市まち・ひと・しごと創生有識者会議開催
• �水戸市人口ビジョン（第２次）骨子（案）について
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）骨子（案）について
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年　月　日 内　　　　容

11 月 19 日 第３回水戸市まち・ひと・しごと創生推進本部開催

• �水戸市人口ビジョン（第２次）（素案）について
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）（素案）について

11 月 26 日 第３回水戸市まち・ひと・しごと創生有識者会議開催
• �水戸市人口ビジョン（第２次）（素案）について
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）（素案）について

12 月 25 日 第４回水戸市まち・ひと・しごと創生推進本部開催
• �水戸市人口ビジョン（第２次）（素案）について
• �水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）（素案）について

令和 2 年 1 月 9 日
～２月７日

水戸市人口ビジョン及び水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）（素
案）に係る意見公募手続
• �意見１人９件

2 月 27 日 第４回水戸市まち・ひと・しごと創生有識者会議開催
• �意見公募手続の結果について
• �水戸市人口ビジョン及び水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）（案）
について

3 月 26 日 第５回水戸市まち・ひと・しごと創生推進本部開催
• �意見公募手続の結果について
• �水戸市人口ビジョン及び水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）策
定
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（２）水戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次）策定に係る推進体制

水戸市まち・ひと・しごと創生有識者会議委員名簿
（五十音順，敬称略）

氏　　名 役　職　名 備　考

雨 宮　 愼 吾 東日本旅客鉄道水戸支社　執行役員水戸支社長

伊 藤　 明 美 水戸商工会議所女性会　会長

入 江　 貴 裕 日本政策投資銀行　地域企画部次長

海 老 原　 健 常陽銀行　地域協創部副部長

大久保　博之 学校法人リリー文化学園　理事長

大津　順一郎 水戸商工会議所　副会頭

大 和 田　 基 常陽産業研究所　地域研究部地域研究センター長

加 藤　 高 藏 水戸観光コンベンション協会　会長

齊 藤 　 恵 ＮＰＯ法人　子育て応援ペンギンくらぶ　副代表

佐 川　 泰 弘 茨城大学　副学長 座　長

笹 尾 　 光 茨城キリスト教学園　理事長

佐 藤　 昭 雄 水戸市議会議員

高倉　富士男 水戸市議会議員

田 口　 米 蔵 水戸市議会議員

田山　知賀子 Ｍ・Ｉ・Ｔ・Ｏ 21　理事

任 田　 正 史 茨城交通　代表取締役社長

沼 田　 安 広 茨城新聞社　代表取締役社長

根 矢　 和 弘 連合茨城中央地域協議会　議長

野 口　 順 市 水戸商工会議所青年部　会長

早 川　 裕 之 水戸青年会議所　副理事長

原 　 毅 水戸市医師会　会長

舟 橋　 浩 文 水戸公共職業安定所　所長

保 立　 武 憲 水戸市社会福祉協議会　会長

堀 井　 武 重 水戸市住みよいまちづくり推進協議会　会長

三 上　 靖 彦 水戸市中心市街地活性化協議会　副会長

村 中 　 均 常磐大学国際学部　准教授

森 　 正 慶 水戸市議会議員

八 木 岡　 努 水戸農業協同組合　代表理事組合長

役職名は，委員委嘱時のもの
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水戸市まち・ひと・しごと創生推進本部員名簿

推進本部 職 氏　　　名 摘　　　要

本 部 長 市 長 高 橋　　 靖

副本部長 副 市 長 田 尻　　 充

〃 副 市 長 秋 葉　 宗 志

本 部 員 教 育 長
本 多　 清 峰
志 田　 晴 美

令和元年 10 月４日まで
令和元年 12 月 27 日から

〃 上下水道事業管理者 檜 山　 隆 雄

〃 消 防 長 小 泉　 直 紀

〃 市 長 公 室 長 武 田　　 秀

〃 総 務 部 長 荒 井　　 宰

〃 財 務 部 長 園 部　 孝 雄

〃 市 民 協 働 部 長 鈴 木　 吉 昭

〃 生 活 環 境 部 長 川 上　 幸 一

〃 保 健 福 祉 部 長 大曽根　明子

〃 産 業 経 済 部 長 小 田 木 健 治

〃 建 設 部 長 渡 邊　 雅 之

〃 都 市 計 画 部 長 高 橋　　 涼

〃 水 道 部 長 伊 藤　 俊 夫

〃 下 水 道 部 長 白 田　 敏 範

〃 教 育 部 長 増 子　 孝 伸

（庶務）
政策企画課長 長谷川　昌　人
政策審議室長 上　原　純　大 課　長　補　佐 飛　田　尚　亨
政策審議係長 鈴　木　貴　浩 企画調整係長 酒　井　隆　行
政策審議係員 木　村　昌　嗣 政策審議係員 吉　川　彩　美
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３　用語解説

行 用　　　語 説　　　明

ア行 ＩＣＴ I
イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン
nformation a

ア ン ド
nd C

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
ommunication T

テ ク ノ ロ ジ ー
echnology の略。情報や通信に関

連する技術一般の総称

インターンシップ 企業等において，生徒・学生が在学中に職業体験を行うこと

インバウンド 外から入ってくる旅行のこと。一般的に訪日外国人旅行を指す

ＳＤＧｓ（持続可能な開発
目標）

S
サ ス テ ィ ナ ブ ル
ustainable D

デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン ト
evelopment G

ゴ ー ル ズ
oals の略。2015 年９月の国連サミット

で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載さ
れた 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。17 の
ゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない」
ことを誓っている。SDGs は発展途上国のみならず，先進国自身が取り
組むユニバーサル（普遍的）なものであり，日本としても積極的に取り
組んでいる

カ行 関係人口 特定の地域に継続的に多様な形で関わる者

北関東中核都市連携会議

北関東 3 県における中核的な都市である本市，前橋市，宇都宮市，高崎
市の 4 市で構成され，今後の交流・協調のあり方をはじめ，新たな施策・
事業展開の可能性等について意見交換・検討を行うとともに，実効性の
ある施策に取り組み，北関東圏域全体としての魅力や自立性・存在感を
高めることを目的としている

合計特殊出生率 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので，一人の女
性が平均して一生の間に何人の子どもを出産するかを表す指標

コンベンション 企業・組合・団体等の大会や会議，学会・研究会，見本市・展示会等，
共通の目的をもって一定の場所に集合するさまざまな催し

サ行 災害時要配慮者 災害時の自力で避難することが困難な高齢者や障害者，その他支援が必
要と認められる方

事業承継
現経営者から後継者へ事業のバトンタッチを行うこと。大きく分けて，
親族内承継，役員・従業員承継，第三者承継の三類型に区分することが
できる

自然増減（自然動態） 出生児数から死亡者数を引いた数値。自然動態ともいう

市民所得 経済活動によって１年度間に新たに生み出された付加価値を市民（法人
を含む。）に帰属する所得として把握したもの

社会増減（社会動態） 転入者数から転出者数を引いた数値。社会動態ともいう

住宅ストック 建築されている既存の住宅

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

K
キ ー
ey P

パ フ ォ ー マ ン ス
erformance I

インディケーター
ndicator の略。施策ごとの進捗状況を検証するため

に設定する指標をいう

生涯学習サポーター 水戸のまちづくりに関する学習講座（学習プログラム）を企画・立案，
運営に携わる市民

人口置換水準 人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率

生産年齢人口 15 ～ 64 歳の人口
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行 用　　　語 説　　　明

タ行 団塊ジュニア世代 1971（昭和 46）年から 1974（昭和 49）年までに生まれた世代。
第２次ベビーブーム世代ともいう

地域包括ケアシステム
高齢者が，重度な介護状態となっても，住み慣れた地域で人生の最期ま
で安心して暮らせるよう，住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体
的に提供する地域体制

昼夜間人口比率
常住人口（夜間人口）100 人当たりの昼間人口の割合。100 を超えてい
るときは通勤・通学人口の流入超過，100 を下回っているときは流出超
過となる

定住自立圏

人口が５万人程度以上，昼夜間人口比率が１以上などの要件を満たす「中
心市」が中心市宣言を行い，中心市に近接し住民生活等において密接な
関係を有する「近隣市町村」と，1 対 1 の協定を締結して形成する圏域
のこと。本市では，周辺 8 市町村と定住自立圏を形成し，茨城県央地域
定住自立圏共生ビジョンに基づき，各種取組について連携を図りながら
推進している

ナ行
認定農業者

将来の農業経営の目標に向けて自らの創意工夫に基づき，経営の改善を
進めようとする計画を作成し，市町村の認定を受けた農業経営者，農業
生産法人

年少人口 ０～ 14 歳の人口

ハ行 ＰＤＣＡサイクル 計画（Plan），実行（Do），評価（Check），改善（Action）の４段階を
繰り返すことにより，業務改善を行うこと

フィルムコミッション
映画等のロケーション撮影を誘致し，それらをスムーズに進めるための
撮影支援を行うこと，又は撮影を誘致し，その活動をスムーズに進める
ことを目的とした非営利組織

ベンチャー 創造力や開発力をもとに，新製品，新技術，新業態を創り出すことで事
業を発展する企業又はビジネス

ヤ行

ＵＩＪターン

都市部から地方へ移住すること。地図上の動きをアルファベットに例え
たものであり，「Ｕターン」は，地方から都会へ出てきた人が再び出身地
へ戻ること。「Ｉターン」は，出身地とは別の地方へ移り住むこと。「Ｊター
ン」は，一度都会へ移った後に出身地に近い中規模の都市へ戻ること

遊休不動産 事業使用目的で取得したものの，何らかの理由によりその使用・稼働を
休止している不動産のこと

ラ行 老年人口 65 歳以上の人口

６次産業化 農業や水産業などの事業者（第１次産業）が，食品加工（第２次産業），
流通販売（第３次産業）にも総合的に業務展開すること

ロマンチックゾーン 本市の歴史的資源が集積した保和苑を中心とする区域（水戸八幡宮から
曝井の一体）

ワ行 ワーク・ライフ・バランス 老若男女誰もが，仕事，家庭生活，地域生活，個人の自己啓発等，様々
な活動について，自ら希望するバランスで展開できる状態
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